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交渉結果 報告     年 月  日 西岡信之 文責

２０１８年６月１１日

防衛大臣

小野寺 五典 殿

平和と民主主義をめざす全国交歓会

共同代表 山川 よしやす

〒536-0016 大阪市城東区蒲生１丁目 6-21

ＴＥＬ(携帯)：０９０-８５３６-３１７０

ＦＡＸ：０６-６９３４-８１１２

てぃだぬふぁ 島の子の平和な未来をつくる会

共同代表 石嶺香織 楚南有香子

日時     年 月  日 月   時   時  分

場所 防衛省 庁舎 棟  階会議室

参加者 

 防衛省 並  右   

 崎田祐介  整備計画局 施設計画課 防衛部員 

 神田聡  整備計画局防衛計画課 体制移行室 併 業務計画第  班 

 福永  防衛装備庁      管理部  福永   名前      

 奥山寿史  地方協力局地方協力企画課地方企画室 防衛事務官 

 前田  地方協力局地方協力企画課地方企画室  

 全交

 山川義保 西岡信之他  名

宮古島  自衛隊配備計画 撤回 求  請願書

 請願要旨 

政府は、宮古島への陸上自衛隊の地対艦ミサイル・地対空ミサイルの配備計画について、地元住民への説明を十

分行わないままそれを実施し工事を開始している。

計画によると航空自衛隊基地のある野原部落は、千代田カントリークラブの陸自駐屯地が完成されると基地と基地

の間に挟まるという事態が想定される。また保良の弾薬庫予定地は、民家から２００メートルも離れていない。火薬庫な

どの爆発事故を想定した危険性評価に関する経産省の規定で実証実験が求められているが、防衛省はこれを実施し

てはいない。

ジュネーブ条約追加第一議定書には、平時からの文民の生存権を保障する予防措置として、攻撃目標となる軍事

施設と文民を近傍に置かないことを明記している。宮古島の陸自ミサイル基地計画は、この国際法の「軍民分離原則」

に違反する。また国際法の規定にとどまらず、基地と基地に挟まれて生活をしなければならない住民の不安と、憲法２

５条に規定される生存権の保障が侵害される事態を許すことはできない。

宮古島は島民の水源を地下水系ダムとして利用している。白川田・東添道・川満の３流域が交差する複雑な断層の

上に陸上自衛隊宮古島駐屯地(元千代田カントリークラブ)が建設されようとしている。駐屯地設営による環境汚染の影

響は未知数であり、水源の汚染や取水は、宮古島で生活する全ての人々にとって不安は解消されておらず死活問題

といえる。

沖縄島の米軍基地跡では、ダイオキシン、ＰＣＢ、ベンゼンなどの土壌汚染に関する問題が発覚している。しかし、
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宮古島での基地建設ついては、化学物質や放射性物質などの汚染に対する対応や説明が十分になされてはいない。

また、宮古島市は、千代田の陸上自衛隊基地に１日６５０トンの給水について同意をしているが、それは５月２７日の白

川田水源地の湧水量９３４５トンの約７％にもなる。最近、下地市長は、「梅雨とは思えない少雨傾向が続いているため、

主水源である白川田水源地の湧水量が減少していて、今後も少雨傾向が続けば、水道水の安定供給が難しくなること

が予想される」との懸念を表明し、市民に対し「このような状況を理解してもらい、水道水の節水に協力をお願いした

い」と呼びかけた。市民のライフラインを犠牲にし、自衛隊基地へ６５０トンもの水を供給することにも大きな疑問が出さ

れている。

これらの状況を勘案し、以下、請願するとともに質問する。

 請願項目 

１． 宮古島への自衛隊配備計画を撤回すること。

➡ 要旨  

我 国周辺 防衛体制 強化   宮古島  陸自部隊 配備 必要 考   

 質問事項 

１． 沖縄県環境保全条例改正を受けて、宮古島市民の関心事は、弾薬庫建設予定地の保良鉱山の面積である。改

めて、宮古島市保良の弾薬庫建設予定地の取得予定面積は何ヘクタールか、回答願いたい。

➡ 今後 用地 測量 地権者  協議    現時点 取得面積 回答     困難 

◎全交側から福島瑞穂事務所への回答文書では、「概ね２０ヘクタール」と答えているのに、なぜ回答を拒否する

のか、市民団体だから答えないのかと追及すると、

➡             取得面積   確定         議員事務所  今      範囲内 

 概              現時点 回答          

２． 火薬取締法第二条に、火薬類の定義として、「火薬」「爆薬」「火工品」がイ～へまで載っているが、地対艦誘導弾

と地対空誘導弾、追撃砲弾は、その内のどの項目に該当するか、教示願いたい。

➡ 火薬取締法第 条 項 号     該当   

３．炸弾頭と共に保管される推進剤については、同法が適用されるのか、されるとすれば同様に第２条のどの項目に該

当するのか、教示願いたい。

適用法が別になるのであれば、それを教示願いたい。

    同   火薬取締法第 条 項 号     該当   

４．平成３０年４月２日、経済産業省から、毎年実施されている火薬類保安技術実験において、平成２９年度には、火薬

類の種類に応じた保安距離の見直しのための実験を実施したが、ミサイル関連の実証実験は行っていないとの回

答があった。

防衛省として、宮古島に配備予定の地対艦誘導弾と地対空誘導弾、追撃砲弾について、弾薬庫の安全性を確認し、

保安距離を決定するための実証実験を行ったことはあるか。

ないのであれば、今後実証実験を行う予定はあるか。

➡ 火薬類取締法施行規則第 章貯蔵第  条 保安距離  基   内包   火薬類 種類 量    安全

性 確保      実証実験 行          今後 実証実験 行 予定    

５．防衛省として、すでに自衛隊が保持している各種のミサイルについて、弾薬庫の安全性を確認し、保安距離を決定
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するための実証実験を過去に行ったことはあるか。

ないのであれば、今後実証実験を行う予定はあるか。

    同   火薬類取締法施行規則第 章貯蔵第  条 保安距離  基   内包   火薬類 種類 量

    安全性 確保      実証実験 行           今後 実証実験 行 予定    

６．もしミサイル関連の実証実験を行ったことがないのであれば、火薬類取締法施行規則第２３条にある保安距離の規

定にミサイルの弾薬庫を当てはめるには、安全性を保証するための科学的な根拠がないと言える。防衛省の見解を

求める。

    同   火薬類取締法施行規則第 章貯蔵第  条 保安距離  基   内包   火薬類 種類 量

    安全性 確保      

７．昨年、ウクライナで弾薬庫爆発が起きたことを受け、弾薬庫建設予定地の保良地区住民は、住宅地から２００メート

ルしか離れていない場所への弾薬庫建設計画について、大きな不安を感じている。

防衛省において「ミサイル弾薬保管の国際的基準の比較」等を行う予定はあるか、回答願いたい。

又、行う予定のあるなしに関わらず、行う必要性について、防衛省の見解を求める。

       経済産業省   実証実験  防衛省 協力 得   火薬類 関  実験 随時行    

    中 保安基準 妥当性     検討 行        理解         防衛省   保安基

準 別 定     必要   考      尋     国際的基準 比較 行 予定    

以上、請願項目と質問事項１～７について、６月１１日の要請・請願行動の際に防衛省の見解と回答を文書で求

める。

 文書  回答      

 防衛省 主張 論点

  弾薬庫 安全性 保安性 関  近隣  建物  保安距離 実証実験     経済産業省     火薬

類取締法施行規則第 章貯蔵第  条 保安距離  基  火薬類 種類 量     実証実験 行      

防衛省     保安性 確保      言及 

  個別 誘導弾       実証実験         必要         弾薬庫 保管 備蓄   火薬

類 種類 量     保安距離 定         基準内 計画設計       問題    

  法令 基   手続  行     弾薬庫 安全性 確保   保安距離 妥当    

  弾薬庫 攻撃      弾薬庫     攻撃      想定  建設         攻撃 防    

配備       攻撃目標       想定      

  火薬類 総体   保管          単体       電子   解除    限 爆発      

  安全性 確保      

 全交   追及 批判点

      基地 弾薬庫 配備    攻撃目標    花火 火薬倉庫 同 様 基準 火薬類 種類 量  

  保安距離 定         法的 欠陥    宮古島      基地  軍事基地   攻撃   場

合 最悪 被害   想定                  半径     市民 万人 避難   攻撃   

   想定        自体 地元住民 意識 乖離     宮古島  島 南半分 避難 対象    

  国防 機密 関      弾薬庫 配備   弾薬 種類 内容 公開     法令 基  安全    

  攻撃      想定       防衛 言   本当 住民 命 守         思    


